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がん検診の費用関数の推定
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目的　公的に供給される地域保健サービスの一つであるがん検診の効率的なサービス供給のため

の基礎的な知見を得るために，がん検診の生産規模と費用との関係を表す費用関数を推定す

ることを目的とした。

方法　対象は，指定都市，中核市，政令市を除く全国の3,182市町村とした。平成11年11月，郵

送により調査票を配布し，平成10年度における胃がん検診，肺がん検診，大腸がん検診，子

宮がん検診，乳がん検診の実施の有無，対象者数，受診者数，結果別人員，事業費総額など

を設問した。

　がん検診の総費用（事業費総額）を生産量（受診者数）で説明する費用関数モデルとして，

生産量の増加に対して，総費用が正比例するモデル，総費用が逓減あるいは逓増するモデ

ル，総費用が逓減した後に逓増するモデルを設定した。パラメータの推定値が統計的に有意

であること，生産量が0以上の範囲で総費用と限界費用がO以上であること，説明力が高い

ことを基準として，生産量と総費用の関係を最も適切に表す費用関数モデルを探索した。

成績　調査票の回収率は58.5％であった。

　がん検診の費用関数としては，すべての生産要素に要する費用を可変費用として扱り長期

費用関数が適切であった。受診者数の増加に対して，胃がん検診と大腸がん検診では平均費

用（受診者1人当たり事業費）は増加し，肺がん検診では減少していた。また子宮がん検診

の平均費用は増加している可能性が高かった。しかし乳がん検診では受診者数の増加に対す

る平均費用の変化を特定できなかった。

結論　がん検診の種類によって受診者規模と受診者1人当たり費用との関連が異なることが示さ

れたが，今後は生産物や費用とともに生産要素のデータを把握し，がん検診の効率性を厳密

に評価する必要がある。
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